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研究成果の概要（和文）：本研究は、災害時における障害者は、医療や社会福祉サービスなどの基礎的な社会資
源へのアクセシビリティに制限されており、基本的な人権が満たされていないことを示した。これまで人権や災
害準備性は質的なデータが主であったが、それらを簡便かつ定量的に測定する尺度を開発することで、行政や援
助機関を含めた関係機関が効果的に状況を把握できるようになった。この尺度は、学術論文として発表した。ま
た、海外において障害者のデータ収集を実施し、障害をもつ人々の人権の問題や精神保健上のリスクについて分
析し、国際論文も発表した。本研究によって人権や災害準備性の数値化できたことで新たな研究の展開が期待さ
れる。

研究成果の概要（英文）：This study showed that persons with disabilities in disaster settings are 
limited in their accessibility to basic social resources such as medical care and social welfare 
services, and that their basic human rights are not being met. Until now, human rights and disaster 
preparedness have been mainly assessed with qualitative data, but by developing scales to measure 
them simply and quantitatively, relevant organizations, including government and aid agencies, can 
now effectively assess the situation. This scale was published as an academic paper. We also 
conducted data collection on persons with disabilities in other countries, analyzed human rights 
issues and mental health risks for persons with disabilities, and published an international paper 
on the subject. The ability to quantify human rights and disaster preparedness through this research
 is expected to lead to the development of new research.

研究分野： 社会福祉学
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
災害時における障害者は、十分な医療サービスや社会福祉サービスを受けることができておらず、基本的な人権
が満たされていなかった。また、災害に対する準備性も低いことが分かった。これまでは人権や災害準備性を質
的なデータでしか示せないという限界があったが、定量的に測定する尺度を開発することで、行政や援助機関を
含めた関係機関が効果的に状況を把握できるようになったため、対策が立てやすくなったという意味においても
社会的意義が高い。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１． 研究開始当初の背景 

 

インド洋津波（2004 年）、四川大地震（2008 年）、ハイチ大地震（2010 年）、アメリカ

のハリケーン・カトリーナ（2012 年）などの大災害が世界的に発生し、多くの死者や

負傷者を出し、地域経済にも莫大な損失を与えた。日本においても、阪神大震災（1995 

年）、中越地震（2004 年）、中越沖地震（2007 年）、東日本大震災（2011 年）、そして昨

今の熊本地震（2016 年）など、特別の財政措置が必要となる激甚災害が頻繁に起こっ

ている。また、2015 年に採択された「国連仙台防災枠組」、同年国連サミットで採択さ

れた「2030 アジェンダ・持続可能な開発目標（SDGs）」は、日本も批准している「国連

障害者権利条約」に基づいた障害者の権利と保護を国際優先課題としている。申請者は

研究者として実際にこれらの策定プロセスに強く貢献してきた（議長も務めた）。つま

り、日本を含めた世界のこれからの開発や防災は、障害者の包摂に関しての研究も重要

課題の一つとなる。まず、災害時において障害者は、情報、医療、社会的支援サービス

へのアクセシビリティに制限があるため生命へのリスクが高いと予想される。したがっ

て、これまでに世界で発表された災害における障害者における情報、医療、社会的支援

サービスへのアクセシビリティに関する研究及び報告を網羅的に学術的に検討する必

要がある。災害経験時における情報、医療、社会的支援サービスへのアクセシビリティ

の制限についての障害者である当事者を対象にした精緻な研究もほとんどない。例えば、

避難に必要な情報をどのように得たか、なぜ得ることができなかったか、医療サービス

へのアクセスや治療などの中断について、社会的支援サービスをどのように受けること

ができたか、あるいはできなかったか、について調査し、災害時における障害者の潜在

的ニーズや必要なリソースについて研究を行い明らかにすることが求められていた。 

 

２．研究の目的 

 

新たな国連防災枠組や持続可能な開発目標といった世界的な優先共通課題において障

害者の権利は重要な要素として含まれており、これを大きなターニングポイントとして

災害時における障害者の権利に関する学術的貢献が一層求められている。よって、（１）

この変革期にこれまでの災害時における障害者の情報、医療、社会的支援サービスへの

アクセシビリティや死亡に関する研究や報告を網羅的かつ学術的にレビューすること

は必須である。さらに、（２）世界的にみても障害者全般の災害時の精緻な死亡率デー

タに関する研究は皆無である。しかしながら、多くの死亡を出した災害被災国における

障害者の死亡を算出できるような精緻な情報は存在しない。よって、算出が可能なデー

タをもつ日本において精緻な死亡率データを算出する本研究は創造的である。また身体

障害、精神障害、知的障害など、障害の特性によって分類化した死亡率を算出すること

で今後の対策や政策に生かすことができる極めて学術的独自性と価値の高い研究とな

る。加えて、（３）には、災害経験時における情報、医療、社会的支援サービスへのア

クセシビリティの制限についての障害者である当事者を対象にした精緻な研究もほと

んどない。特に、避難情報や避難警報、避難岐路等に関する事前の情報伝達、災害発生



時における避難に必要な情報の取得方法やその状況、続行中の医療サービスの中断とそ

の回復過程、社会福祉的支援サービスの実施状況、等について調査し、災害時における

障害者の潜在的ニーズや必要なリソースについて精緻な研究を行うことで実態を明ら

かにすることが求められていた。しかしながら、調査を予定していた２０２０年より新

型コロナウイルスの世界的大流行により、死亡率を図るために自治体や保健所などの行

政機関に出向いて資料を閲覧してのデータ収集が不可能となった。また、直接的な被災

者や障害当事者とのインタビュー調査も不可能となり、方針を変更し、障害者を含む災

害準備性の評価尺度開発を主として実施した。 

 

３．研究の方法 

 

23 項目からなる「レジリエンス向上のための災害準備性チェックリスト」（Disaster 

Preparedness for Resilience Checklist: DPRC）を開発した。障害者を含む災害時の

レジリエンスを高めるための準備性を評価することを目的とした尺度である。これは、

国連や WHO 等の最新のガイドラインや知見と、様々な災害に対応してきた政策及び現

場経験をもとに、国内外の災害精神保健実務担当者、国連等で防災や人道支援のガイド

ライン作りやプログラム実施を統括してきた担当者、国内外の災害精神保健政策策定・

実務・研究を取りまとめてきた学識経験者、被災経験者、若者等からなる専門家チーム

によって作られたものである。各項目は、自己報告式で、0 から 2 点の 3 件法で評価

され、総点(0 ～ 46 点) が計算される。点数が高いほど、レジリエンスのための準備

性が高いことを意味する。妥当性の検討に際しては、併存妥当性及び弁別妥当性の検証

のために、WHO が開発した生活の質（QOL） 尺度である WHOQOL-BREF と、全般的精神保

健を測定する尺度 Kessler Psychological Distress Scale（K6）を用いた。WHOQOL-BREF 

は、身体、心理、社会、環境の 4 領域からなる全 26 項目の尺度であり、開発途上国を

含めた多くの国で使用されている。K6 は、気分・不安障害、重症精神障害に関する尺

度であり、こちらも多くの国で使用されているものである。また、人口統計学的データ

には、ワシントン・グループが開発した 6 項目の質問 11 も含め、障害の有無も確認し

た。 

 

４．研究成果 

 

本研究は、災害時における障害者は、医療や社会福祉サービスなどの基礎的な社会資源

へのアクセシビリティに制限されており、基本的な人権が満たされていないことを示し

た。これまで人権や災害準備性は質的なデータが主であったが、それらを簡便かつ定量

的に測定する尺度を開発することで、行政や援助機関を含めた関係機関が効果的に状況

を把握できるようになった。本研究によって人権や災害準備性の数値化できたことで新

たな研究の展開が期待される。また、災害時における障害者は、十分な医療サービスや

社会福祉サービスを受けることができておらず、基本的な人権が満たされていなかった。

また、災害に対する準備性も低いことが分かった。これまでは人権や災害準備性を質的

なデータでしか示せないという限界があったが、定量的に測定する尺度を開発すること

で、行政や援助機関を含めた関係機関が効果的に状況を把握できるようになったため、

対策が立てやすくなったという意味においても社会的意義が高い。 
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